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 本書は「総合評価落札方式に係る技術審査基準」の確認書類の例を示し、入札時における技術

資料の作成及び確認時の参考資料として活用することを目的に作成したものです。 

 

１．施工能力 

１－（１）安全対策  

   □入札参加申請書の提出期限日（以下「申請期限日」）までに申請者が受理した表彰状・記録

証である 

  □下記３つのいずれかの写しである 

①「安全衛生に係る優良事業場、団体又は功労者に対する厚生労働大臣表彰・岐      

阜労働局長表彰」の表彰状 

    ②「厚生労働省労働基準局長名の建設事業無災害表彰」の表彰状（岐阜県内工事に限る） 

    ③「厚生労働省労働基準局長名」の無災害記録証 

  □「安全衛生に係る功労者」表彰の場合、現役の社員であることが健康保険被保険者証等で

確認できる 

  ※複数の表彰状があっても添付は１件とする 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1-(1)安全対策 

＝申請者 申請期限日以前 

①～③いずれかの表彰 
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１－（３）環境配慮   

   □ＩＳＯ（9001・14001）の登録証付属書等（有効期限内）が添付されている 
  □事業所の住所が申請者と同じである 

（支社で入札参加する場合、本社を対象とした ISO 登録証は無効） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1-(3)環境配慮 

＝申請者の住所 

＝ISO9001or14001 

有効期限を過ぎていない 

＝申請者 
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２．企業能力 

２－（１）工事成績評定点   

  □「発注機関名」が申請書２－１で記載の岐阜県の発注機関である 

□「工事種別」が様式２－１で記載の対象となる工事である  

□「工事検査日」が入札公告日の属する年度を除き、遡って３か年度以内もしくは５

か年度以内の工事を対象に作成されている 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２－（２）同種（類似）工事施工実績   

 □ＣＯＲＩＮＳの「履歴情報」に「竣工登録」とある  
□ＣＯＲＩＮＳ（契約書）の「発注機関名」が様式２－１に記載の発注工事に該当する  
□ＣＯＲＩＮＳ（契約書）の「事業所名」が申請者と同じである  
□ＣＯＲＩＮＳ（契約書）で様式２－１に記載の業種（工種）、工事費、施工量が確認

できる （業種は受注時の業種とする）  
□工事成績評定が６５点以上である  
□工事成績評定通知書の日付が入札公告日の属する年度を除き、遡って１５か年度以降、

申請期限日までである  
□ＣＯＲＩＮＳ（契約書）と工事成績評定が同じ工事である  
※ＣＯＲＩＮＳで確認できれば契約書の添付は不要、複数の実績があっても提出は１件   

とする 

 

 

 

2-(1) 工事成績評定点 

申請様式に記載の岐阜県の「発注機

申請様式に記載の「対象となる工事」 

申請様式の工事成績評定点と合致 

少数第１位を切り捨て 

入札公告日の属する年度を除き 

遡って３か年度以内もしくは５か年度

以内 
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2-(2)同種(類似)工事施工実績(企業） 

3-(1)同種(類似)工事施工実績(配置技術者） 

竣工登録の内容確認書である 

入札公告日の属する年度を除き遡っ

て５か年度以降申請期限日まで《近隣

施工実績》 

申請様式に記載の「発注機関」《施工実績（企業）》 

申請様式に記載の「発注機関」《施工実績（配置技術

者）》 

申請様式に記載の「工事費以上」《施工実績（企業）》 

申請様式に記載の「工事費以上」《施工実績（配置技術者）》 

※工事費実績が条件の場合 

CORINS の例 4-(4-1~2)近隣地域施工実績 
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=申請者 

CORINS の例 

4-(4-1~2)近隣地域施工実績 

2-(2)同種(類似)工事施工実績(企業） 

3-(1)同種(類似)工事施工実績(配置技術者） 
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申請様式に記載の施工場所と合致《近隣施工実績》 

申請様式に記載の「施工量以上」《施工実績（企業）》 

申請様式に記載の「施工量以上」《施工実績（配置技術者）》 

※施工量実績が条件の場合 

申請様式に記載の「業種」《施工実績（企業）》 

申請様式に記載の「業種」《施工実績（配置技術者）》 

※業種条件がある場合 

2-(2)同種(類似)工事施工実績(企業） 

3-(1)同種(類似)工事施工実績(配置技術者） 

CORINS の例 

申請様式に記載の「業種」《施工実績（企業）》 

申請様式に記載の「業種」《施工実績（配置技術者）》

に対応した工種であること ※業種条件がある場合 

4-(4-1~2)近隣地域施工実績 
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3-(1)同種(類似)工事施工実績(配置技術者） 

「監理技術者」or「主任技術者」or「現場代理人」 

申請様式に記載の「配置予定技術者」 

CORINS の例 
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2-(2)同種(類似)工事施工実績(企業） 

3-(1)同種(類似)工事施工実績(配置技術者） 

CORINS の例 

=申請者 

入札公告日の属する年度を除き、遡って１５か年度

以降、申請期限日まで 

CORINS と同じ工事 

65 点以上 
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4-(4-1~2)近隣地域施工実績 

2-(2)同種(類似)工事施工実績(企業） 

3-(1)同種(類似)工事施工実績(配置技術者） 
契約書の例 

入札公告日の属する年度を除き遡って５

か年度以降、申請期限日まで《近隣施工

実績》 

=申請者 

申請様式に記載の「発注機関」《施工実績（企業）》 

申請様式に記載の「発注機関」《施工実績（配置技術

者）》 

申請様式に記載の施工場所と合致《近隣施工実績》 
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3-(1)同種(類似)工事施工実績(配置技術者） 

2-(2)同種(類似)工事施工実績(企業） 

契約書の例 

当初契約と同一工事である。 

※変更契約書も添付 

「当初請負代金額+変更契約の増額分」が 

申請様式に記載の「工事費以上」《施工実績（企業）》 

申請様式に記載の「工事費以上」《施工実績（配置技術者）》 

※工事費実績が条件の場合 

=申請者 

申請様式に記載の「発注機関」《施工実績（企業）》 

申請様式に記載の「発注機関」《施工実績（配置技術者）》 

申請様式に記載の「発注機関」《近隣施工実績》 

4-(4-1~2)近隣地域施工実績 
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契約書と同じ工事 

契約書と同じ工事 

申請様式に記載の「施工量以上」《施工実績（企業）》 

申請様式に記載の「施工量以上」《施工実績（配置技術

者）》 

3-(1)同種(類似)工事施工実績(配置技術者） 

2-(2)同種(類似)工事施工実績(企業） 

契約書の例 
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入札公告日の属する年度を除き、遡って１５か年度

以降、申請期限日まで《近隣施工実績の場合のみ、

遡って５か年度以降、申請期限日まで》 

=申請者 

契約書と同じ工事 

契約書と同じ工事 

申請様式に記載の「配置予定技術者」 

3-(1)同種(類似)工事施工実績(配置技術者） 

2-(2)同種(類似)工事施工実績(企業） 

契約書の例 4-(4-1~2)近隣地域施工実績 

申請様式に記載の施工場所の範囲内《近隣施工実績》 

様式２-３に記載した発注機関

が発注した工事である 
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=申請者 

契約書と同じ工事 

65 点以上 

契約書と同じ工事 

申請様式２－１に記載の「同種」、「類似」施工実績

の業種と同じ（業種の指定がある場合のみ） 

契約書の例 

入札公告日の属する年度を除き、遡って１５か年度

以降、申請期限日まで《近隣施工実績の場合のみ、

遡って５か年度以降、申請期限日まで》 

4-(4-1~2)近隣地域施工実績 

3-(1)同種(類似)工事施工実績(配置技術者） 

2-(2)同種(類似)工事施工実績(企業） 

申請様式に記載の施工場所の範囲内《近隣施工実績》 

様式２-３に記載した発注機関

が発注した工事である 
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２－（３）スタッフ数  

□(１)「適用事業所関係事項確認書」：従業員数（被保険者数）が確認できる  
□(２)「健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書」：従業員数（被保険者

数）が確認できる  
□(３)資格認定証明書（資格者証）の写し、合格証明書の写し、合格通知書の写し：技

術者数が人数分確認できる  
□(４)「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」：従業員数も技術者人数も確

認できる  
   ※(１)＋(３)、(２)+(３)、(４)のいずれかを提出する。ただし、(４)による提出は直

近の７月１日時点で内容と変更がなく、かつ同業種の資格保有者を５名以上雇用

している場合に限る。  
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（１）適用事業所関係事項確認書 
2-(3)スタッフ数  

申請様式に記載の「従業員数以上」 

直近の７月１０日以降 
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2-(3)スタッフ数  （２）健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書  

=申請者 

被保険者数が 2-1 に記載の「従

業員数以上」 

直近の 7 月 1 日以降 
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(３) 資格認定証明書 

申請様式に記載の「国家資格の定義」 

2-(3)スタッフ数  

3-(2-1~2)保有資格(配置技術者） 

2-(3)スタッフ数  (４) 経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書 

① ② ③ 

(2) (1) 

①+②+③が申請様式に記載の「従業員数以上」 

=申請者 

有資格者人数の合計が申請様式に記載

の「技術者数以上」 

直近の 7月 1日よりも前 

(4)のみの提出は、同業種の資格保有者を５名

以上雇用している場合に限る 

「国家資格の定義」が 1 級又は 2 級土木施工

管理技士の場合：(1)+(2)≧5 名以上 
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２－（４）優良工事施工者表彰歴 

□入札公告日の属する年度を除き、遡って５か年度以内に申請者が受理した表彰状である。

□工種及び表彰者が申請様式と同じである  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

=申請者 

申請様式の工種と合致 

申請様式の表彰者と合致 

入札公告を属する年度を除き、遡って５か年度以内 
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２－（５）機械保有状況   

  □(１)申請期限日から１年以内（不整地運搬車は２年以内）に証明された機械整備点

検表の写しである。また、使用者が申請者と同じである。  
  □(２)保険期間に申請期限日が含まれた自動車保険証の写しである。また、車両所有

者が申請者と同じである。  
  □(３)自動車検査証（車検証）の写しの場合、有効期限が切れていない。また車

両使用者が申請者と同じである。（＊表示である） 

  □(４)リース契約書 )のリース期間が工期の一部と重なっている 

  □リースの契約者が申請者と同じである。 

  □長期リースの場合、リース期間が３年以上である。 

  ※(１)、(２)、(３)、(４)のいずれかを提出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(１)機械整備点検表(特定自主検査対象機械) 2-(5)機械保有状況  

申請期限日から１年以内（不整地運搬車は２年以内） 

=申請者 申請様式に記載の「主要建設機械」 
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(２) 自動車保険証 

(３) 車検証 

2-(5)機械保有状況  

2-(5)機械保有状況  

申請期限日を含む 

申請様式に記載の「主要建設機械」 

=申請者 

申請期限日よりも後 

=＊である 

申請様式に記載の「主要建設機械」 

=申請者 
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(４) リース契約書 
2-(5)機械保有状況  

=申請者 

工期の一部 

長期リースの場合は、３年以上 

申請様式に記載の「主要建設機械」 
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３．配置予定技術者の能力 

３－（１）同種（類似）工事施工実績   

□ＣＯＲＩＮＳの「履歴情報」に「竣工登録」とある  
□ＣＯＲＩＮＳ（契約書）の「発注機関名」が様式２－２に記載の発注工事に該当する  
□ＣＯＲＩＮＳの「技術者」が申請様式に記載の配置予定技術者と同じである  
□ＣＯＲＩＮＳ（契約書）で様式２－２に記載の業種（工種）、工事費、施工量が確認で

きる  
□ＣＯＲＩＮＳ（契約書）と工事成績評定が同じ工事である  
□工事成績評定が６５点以上である  
□工事検査通知書の技術者もしくは現場代理人が配置予定技術者と同じである  
□工事成績評定通知書の日付が入札公告日の属する年度を除き、遡って１５か年度以降、

申請期限日までである  
※ＣＯＲＩＮＳで確認できれば契約書の添付は不要、複数の実績があっても提出は１

件とする 

 

※サンプルは、２．企業能力（２）同種（類似）工事施工実績（３～１３ページ）を

参照 

 
 

３－（２－１~２）保有資格   

□様式２－２に記載の資格である  
□資格認定証明書（資格者証）の写し又は合格証明書の写し又は合格通知書の名前が

配置予定技術者となっている  
□資格の取得日が申請期限日よりも前である  

    

 ※サンプルは、２．企業能力（３）スタッフ数の「資格認定証明書」、「健康保険被保

険者証」（１７ページ）を参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



23 
 

３－（３－１~２）継続教育（ＣＰＤ）の取組 

 

   

□証明期間が入札公告日の属する年度を除き、遡って２か年度以内である。 

  □建設系 CPD 協議会の加盟団体もしくは岐阜県土木施工管理技士会が発行する学習

履歴の証明書（建築工事の場合は、建築関係の各団体（（公社）日本建築士会連合会、

（公財）建築技術教育普及センター、岐阜県建築施工管理技士会、（一財）建設業振

興基金）が発行する学習履歴の証明書の写し）の写しである。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-(3-1~2)継続教育（ＣＰＤ）の取組 

発行元確認 

申請様式に記載の「単位（ユニット）数以上」 

申請様式の「配置予定技術者名」と同じ 

入札公告日の属する年度を除き、

遡って２か年度以内 

新型コロナウイルス感染拡大防止対策等に
よる受講機会の減少のために変更していた
継続教育（ＣＰＤ）の対象期間を「３か年
度以内」から「２か年度以内」とする。  

新型コロナウイルス感染拡大
防止対策等による受講機会の
減少のために変更していた継
続教育（ＣＰＤ）の対象期間
を「３か年度以内」から「２
か年度以内」とする。  
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４．地域要件 

４－（１－１~３）営業拠点   

□入札参加資格者名簿に記載されている 

□入札参加資格者名簿に記載されていない営業拠点の場合は、次のとおり発注者が確

認します。 

① 国土交通大臣許可の場合、中部地方整備局ホームページの下記アドレスで確認 

     https://etsuran.mlit.go.jp/TAKKEN/kensetuKensaku.do?outPutKbn=1 

ただし、更新の申請後、従前の許可有効期間を経過してもなお同申請に係

る許可の処分がなされていない場合は、国土交通省から交付される証明書

の写し 

 

② 都道府県知事許可の場合、岐阜県ホームページの下記アドレスで確認 

https://www.pref.gifu.lg.jp/page/549.html 

 

※サンプルはありませんので、上記及び技術審査基準を確認してください 

 

https://etsuran.mlit.go.jp/TAKKEN/kensetuKensaku.do?outPutKbn=1
https://www.pref.gifu.lg.jp/page/549.html
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４－（２）災害協定参加等   

□ＢＣＭ認定：「岐阜県建設業広域事業継続マネジメント」の認定を受けている各協会

等が発行する証明書（申請期限日以前であり、入札公告の属する年度に証明された

のもの、写しでも可）と岐阜県が各協会等に発行した認定証の写し  
□災害時応援協力書類：岐阜県または県内市町村と協定を締結する各協会等が発行す

る証明書の写し（写しでも可）、もしくは直近の経営事項審査時に提出した証明書で

も可 
□県内市町村が各協会等と締結した協定書の写し 
※複数実績があっても提出は１件とする 

   
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

4-(2) 災害協定参加等  

=申請者 

「岐阜県建設業広域事業継続マネジメ

ント」の認定を受けた各協会等 

ＢＣＭ認定の例 

申請者期限日以前であり、入札公告

の属する年度内 
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ＢＣＭ認定の例 4-(2) 災害協定参加等  

=前頁の証明書発行者 

=Ｂ Ｃ Ｍ 認定

申請期限日より後 
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災害時応援協力(岐阜県内市町村との協定)の例 4-(2) 災害協定参加等  

=申請者 

市町村との災害協定締結者 
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災害時応援協力(岐阜県内市町村との協定)の例 4-(2) 災害協定参加等  

=前頁の証明書発行者 

岐阜県内市町村との協定 

災害応援に関する内容である 

(社会基盤の応急普及に密接な関係) 
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4-(2) 災害協定参加等  災害時応援協力(岐阜県との協定)の例 

=申請者 

岐阜県との災害協定締結者 

直近の経営事項審査時に提出した証明書

でも可とする 
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４－（３－１~２）ボランティア活動   

  □岐阜県との協定に基づく活動の場合  
：入札公告日に属する年度を除き、遡って２か年度以内の活動であることがわかる活

動実績の写し（ぎふ・ロード・プレーヤーの場合は、年間活動報告書【様式３】と

作業写真２枚程度、その他の活動は【様式３】に準ずる内容の書類と作業写真２枚

程度）  
□岐阜県、県内市町村、任意団体等が主催する活動への参加の場合  
：入札公告日を除き、直近２か年度の活動について主催団体が活動実績を証明した証

明書（写しでも可）（無償かつ災害以外かつ県内かつ会社での参加かつ自らの会社が

主催する団体活動ではない活動に限る）  
  

 

【様式３】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

=申請者 

入札公告日に属する年度を除

き、遡って２か年度内の活動 

社会資本（道路・河川・公園等）

に対するボランティア活動 

申請様式に記載の活動区域 

ぎふ・ロード・プレーヤーの例 

新型コロナウイルス感染拡大防止対策等に
よる活動機会の減少のために変更していた
ボランティア活動の対象期間を「３か年度
以内」から「２か年度以内」とする。  

新型コロナウイルス感染拡大防止対策等による活動機会の減少
のために変更していたボランティア活動の対象期間を「３か年
度以内」から「２か年度以内」とする。  

4-(3-1~2) ボランティア活動等  

新型コロナウイルス感染拡大防
止対策等による活動機会の減少
のために変更していたボランテ
ィア活動の対象期間を「３か年
度以内」から「２か年度以内」
とする。  
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4-(3-1~2) ボランティア活動等  

作業内容(黒板で確認で

きれば省略可) 
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4-(3-1~2) ボランティア活動等  任意活動団体主催の例 

=申請者 

入札公告日に属する年度を除き、

遡って２ヶ年度以内の活動 

＝ボランティア活動の主催者 

＝証明書発行者 

新型コロナウイルス感染拡大防
止対策等による活動機会の減少
のために変更していたボランテ
ィア活動の対象期間を「３か年
度以内」から「２か年度以内」
とする。  
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４－（４－１~３）近隣地域施工実績   

□ＣＯＲＩＮＳ（契約書）の「発注機関名」が様式２－３に記載の発注工事に該当する

（工事成績評定結果通知書の発注機関が様式２－３に記載の発注工事に該当する）  
□ＣＯＲＩＮＳ（契約書）の「事業所名」が申請者と同じである（工事成績評定結果通

知書の場合は、通知書の「宛先」が申請者と同じである）  
□ＣＯＲＩＮＳ（契約書）又は工事成績評定結果通知書の「工期」が様式２－３に記載

の期間内であることが確認できる（完成引き渡しが済んだ工事実績に限ります）  
□ＣＯＲＩＮＳ（契約書）又は工事成績評定結果通知書の「施工場所等」が様式２－３

に記載の区域内であることが確認できる  
※ＣＯＲＩＮＳで確認できれば契約書の添付は不要、複数実績があっても提出は１件

とする 

※サンプルは、２．企業能力（２）同種（類似）工事施工実績（３～１３ページ）を

参照 

 

４－（５）除雪業務等の受託実績  土木工事等（法面工事を除く）に適用（標準項目） 

   □入札公告日を属する年度を除き、遡って２か年度内に契約を締結した国、県又は市

町村との契約書等の写し 

   ※複数実績があっても提出は１件とする 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4-(5) 除雪業務等の受託実績  
除雪業務の受託（岐阜県）の例 

入札公告日に属する年度を除き、遡って２ヶ年度以内 

申請様式に記載の管理道路 

申請様式に記載の土木管内 

=申請者 
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4-(5) 除雪業務等の受託実績  
除雪業務の受託（岐阜県市町村）の例 

申請様式に記載の管理道路 

入札公告に属する年度を除き、遡って２か年度以内 

申請様式の道路管理者と合致 

=申請者 
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４－（６）応急危険度判定士の登録者数  

  □申請期限日以前に岐阜県知事が発行した応急危険度判定士登録票の写し：技術者数

が人数分確認できる  
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４－（７－１~２）製作拠点   

   □申請期限日以前から制作拠点となっていることがわかる企業紹介パンフレット等

（所在地がわかるもの） 
 
  ※サンプルはありませんので、上記及び技術審査基準を確認してください  
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4-(6) 応急危険度判定士の登録者数 

申請期限日以前 

岐阜県知事発行 
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４－（８）休日及び夜間の道路維持作業の実績 

   □入札公告日を除く直近３か年度以内に土木事務所が発注した県管理の道路維持業

務又は通行規制業務の契約書の写し 

 

   □入札公告日を除く直近３か年度以内に行った休日又は夜間の道路維持業務の完了

報告書の写し又は通行規制モニター業務報告書の写し（作業指示書を含む、作業

写真は２枚程度、下請け又は JV 構成員としての作業の場合は元請人又は代表構成

員による証明） 

   ※複数の実績があっても提出は１件とする 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

=申請者 

申請様式の道路管理者と合致 

申請様式に記載の管理道路と合致 

入札公告日に属する年度を除き、遡って３か年度以内 

4-(8) 休日及び夜間の道路維持作業の実績 
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=申請者 入札公告日に属する

年度を除き、遡って３

か年度以内 

（下請けとしての作

業の場合）申請者 

（下請けとしての作業

の場合）元請人の証明 

4-(8) 休日及び夜間の道路維持作業の実績 
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４－（９）休日及び夜間の河川・砂防の維持作業の実績 

   □入札公告日を除く直近３か年度以内に土木事務所が発注した県管理の河川・砂防

の維持管理業務の契約書の写し 

 

   □入札公告日を除く直近３か年度以内に行った休日又は夜間の維持管理業務の完了

報告書（河川の場合）又は維持管理業務の完了報告書（砂防等の場合）の写し（作

業指示書を含む、作業写真は２枚程度、下請け又はＪＶ構成員としての作業の場

合は元請人又はＪＶ代表構成員による証明） 

 

※サンプルは、４．地域要件（８）休日及び夜間の道路維持作業の実績（３６～３７

ページ）と同様 
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４－（10）新分野活動   

【共通】 

 □①新分野活動申告書（別記様式１－１）の業種が建設業、不動産業、風俗営業等で

ない 

  □②事業概要書（別記様式１－２）「支出状況」の合計額が２００万円以上もしくは「固

定資産の期末残高」が５００万円以上である 

  □（証明付の場合）有効期限内かつ発注機関と同一の機関が証明した申請書の写しで

である 

   

【申請者が建設業以外の新分野で事業化している場合】 

□③新分野活動が確認できる書類：定款又は株主総会等の議事録の写し又は企業紹介

パンフレット又は新聞記事、広報誌等類で事業化の時期が入札公告日の属する年

度よりも前であること及び活動していることがわかる。 

□④２００万円以上を支出したことを証明する書類の写し：契約書及び領収書（もし

くは振込通知書）又は直近２か年度以内の決算書で合計２００万円以上を支出し

たことがわかる 

□⑤固定資産の期末残高が分かる資料：法人の場合：法人税申告書の別表１６の写し

等、個人事業主の場合：所得税申告書の収支内訳書の写し等で、直近２か年度以

内に活動実績があり、新分野活動のために購入した固定資産が直近の決算書で５

００万円以上であることがわかる申告書 

 

【申請者が新たに会社等を設立している場合】 

  □③～④は同上 

  □⑤固定資産の期末残高が分かる資料：法人税申告書の別表１６の写し等で、直近２

か年度以内に活動実績があり、新分野活動のために購入した固定資産が直近の決

算書で５００万円以上であることがわかる申告書 

  □⑥新分野活動会社の商業登記簿謄本の写し 

  □⑦新分野活動会社への出資状況が確認できるもの（③定款又は株主総会等の議事録

の写し又は企業紹介パンフレット又は新聞記事、広報誌等類で兼ねることができ

る） 
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令和  年度の入札公告案件において、上記新分野活動の審査を行

い、評価したことを証明します。証明の有効期限は令和  年度末ま

でとします。（工事番号：               ）  

令和  年  月  日 （発注者）           印 

                           
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

添付しない項目は削除 

入札公告日を属する年度よりも前 

岐阜県内 

建設業に関する資材の販売・製造・運送及

び不動産及び風俗営業に関する業種以外 

=申請者 

支出金額：200 万円以上 

固定資産残高：500 万円以上 
いずれかを選択 

①新分野活動申告書（別記様式１－１） 4-(10) 新分野活動 

有効期限内かつ愛発注機関と同一の

機関の証明 
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4-(10) 新分野活動 ②事業概要書（別記様式１－２） 

④または⑤の資料と整合 

①の資料と整合 

いずれかを記入 

該当する手法を選択 
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③新分野活動が確認できる書類（定款） 

①資料と整合（新分野に進出した年月日） 

申請者が出資して新会社を設立し

ていることが確認できる 

業務内容が確認できる 

⑦新分野活動会社への出資状況が確認できるもの 

4-(10) 新分野活動 
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③新分野活動が確認できる書類（ホームページ） 4-(10) 新分野活動 

入札公告日を属する年度を除き、遡って２

か年度内の活動状況が確認できる 
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入札公告日を属する年度を除き、遡って２

か年度以内の活動状況が確認できる（終期

が直近２か年度以内に含まれている） 

申請者もしくは新会社 

④２００万円以上を支出したことを証明する書類の写し 4-(10) 新分野活動 
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4-(10) 新分野活動 

新分野活動に関する支出 

②の資料と整合 

②の資料と整合 

④２００万円以上を支出したことを証明する書類の写し 
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④２００万円以上を支出したことを証明する書類の写し 4-(10) 新分野活動 

②の資料と整合 
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⑤固定資産の期末残高が分かる資料 4-(10) 新分野活動 

直近の事業年度 

②の資料と整合 

新分野に関する固定資産 
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⑥新分野活動会社の商業登記簿謄本の写し 4-(10) 新分野活動 

①資料と整合（新分野に進出した年月日） 

①資料と整合 

業務内容が確認できる 
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若手及び女性技術者育成型試行工事 ※モデル工事の場合は下記の確認も必要となります。 

配置予定技術者の能力（１）年齢等 

□健康保険被保険者証等と入札参加申請時点での「年齢等」が申請様式と同じである 

□健康保険被保険者証等により申請期限日よりも３か月以上前に雇用されていることが確

認できる 

□「主任技術者、監理技術者、特例監理技術者を兼ねない現場代理人」のうち、「満３０歳

未満もしくは女性」及び「満３０歳以上４０歳未満」で評価する場合は、他工事に配置

されていない証明書（誓約書の提出） 

 

 

 
年齢等 

現場代理人の専任配置誓約書 

入札参加申請日時点での申請様式の

「年齢等」に合致 

=申請者 

申請期限日よりも３か月以上前 

「主任技術者、監理技術者、特例監理技術

者を兼ねない現場代理人」のうち、「満３

０歳未満もしくは女性」及び「満３０歳以

上４０歳未満」で評価する場合のみ、誓約

書を提出 
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人材育成型試行工事 ※試行工事の場合は下記の確認も必要となります。 

１．企業能力（１）人材育成の取組  

□「ぎふ建設人材育成リーディング企業認定申請審査結果通知書」の審査結果と入札参加

資格申請時点での「ぎふ建設人材育成リーディング企業への認定状況」の申請が同じで

ある 

□「ぎふ建設人材育成リーディング企業認定申請審査結果通知書」及び「岐阜県建設人材

育成企業登録通知書」の宛先が申請者と同じである。 

□「ぎふ建設人材育成リーディング企業認定申請審査結果通知書」の通知日が申請期限日

以前である。 

□ランク認定の有効期限が過ぎていない（ランク認定の有効期限＝登録の有効期限） 

□申請期限日時点で「取り消し」処分になっていないかを岐阜県ホームページの下記アドレスに 
て確認   https://www.pref.gifu.lg.jp/page/16208.html 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(１)人材育成の取組 

申請期限日での申請様式の「ぎふ建

設人材育成リーディング企業への認

定状況」に合致 

=申請者 
申請期限日以前 

https://www.pref.gifu.lg.jp/page/16208.html
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２．地域要件（１）県内企業の活用率 

□「岐阜県建設人材育成企業登録通知書」の宛先が申請者（元請企業）もしくは１次下請

企業と同じである。 

□「岐阜県建設人材育成企業登録通知書」の登録年月日が申請期限日以前である。 

□登録の有効期限が過ぎていない  
 
 
 
 
 
 
 
 

申請期限日において有効期限を過ぎて

いない 

（元請企業の場合）=申請者 
（下請企業の場合）=１次下請企業 

(１)人材育成の取組 

(２)県内企業の活用率 

申請期限日以前 


